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議案第２号 

 

令和５年度羽村市国民健康保険事業会計予算 

 

令和５年度羽村市の国民健康保険事業会計予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 5,926,300 千円と定める。 

２  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による

一時借入金の借入れの最高額は、150,000 千円と定める。 

 

（歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費

の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。  

(1) 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内で

のこれらの経費の各項の間の流用 

 

 

令和５年２月２８日 提出 

羽村市長  橋 本 弘  山 

  



第１表　歳入歳出予算

歳　入

款 項 金　　額

千円
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 1 国民健康保険税 1,012,146

 1 国民健康保険税 1,012,146

 2 国庫支出金 351

 1 国庫補助金 351

 3 都支出金 4,051,505

 1 都補助金 4,051,505

 4 財産収入 1

 1 財産運用収入 1

 5 繰入金 850,285

 1 一般会計繰入金 850,285

 6 繰越金 1

 1 繰越金 1

 7 諸収入 12,011

 1 延滞金、加算金及び過料 12,004

 2 市預金利子 2

 3 受託事業収入 1

 4 雑入 4

歳 入 合 計 5,926,300



歳　出

款 項 金　　額

千円
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 1 総務費 97,692

 1 総務管理費 67,419

 2 徴税費 30,273

 2 保険給付費 3,999,520

 1 療養諸費 3,432,314

 2 高額療養費 521,567

 3 移送費 101

 4 出産育児諸費 35,015

 5 葬祭諸費 5,000

 6 結核・精神医療給付金 5,522

 7 傷病手当金 1

 3 国民健康保険事業費納付金 1,750,598

 1 医療給付費分 1,224,681

 2 後期高齢者支援金等分 387,863

 3 介護納付金分 138,054

 4 共同事業拠出金 3

 1 共同事業拠出金 3

 5 保健事業費 71,624

 1 特定健康診査等事業費 55,405

 2 保健事業費 16,219

 6 基金積立金 1

 1 基金積立金 1

 7 公債費 165

 1 公債費 165

 8 諸支出金 5,697

 1 償還金及び還付加算金 5,696

 2 繰出金 1

 9 予備費 1,000

 1 予備費 1,000

歳 出 合 計 5,926,300



 



国民健康保険事業会計予算説明書 



 



歳入歳出予算事項別明細書

１　総　括

(歳　入)

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

千円 千円 千円
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 1 国民健康保険税 1,012,146 1,050,357 △38,211

 2 国庫支出金 351 1 350

 3 都支出金 4,051,505 4,080,534 △29,029

 4 財産収入 1 2 △1

 5 繰入金 850,285 750,677 99,608

 6 繰越金 1 1 0

 7 諸収入 12,011 12,328 △317

歳 入 合 計 5,926,300 5,893,900 32,400



































































１．特  別  職

報 酬 給 料 期末手当
そ の 他
の 手 当

計

長 等     0  0  

議 員      0  0  

その他の
特 別 職

10 563 563 563

計 10 563 0 0 0 563 0 563

長 等     0  0  

議 員      0  0  

その他の
特 別 職

10 379 379 379

計 10 379 0 0 0 379 0 379

長 等     0  0

議 員      0  0

その他の
特 別 職

0 184    184  184

計 0 184 0 0 0 184 0 184

給　　与　　費　　明　　細　　書

本

年

度

前

年

度

合 計 備 考

比

較

給 与 費

職員数 共 済 費区 分

（単位　人、千円）
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ア　会計年度任用職員以外の職員

（単位　人、千円）

1,986 0 18,620

比　　較 △ 82 0 △ 5 367 260 930

児童手当 合　　計

本 年 度 1,618 0 12,368 2,353 260 19,550
職　員　手　当

等　の　内　訳

区　　分
時間外勤務
手 当

夜 間 勤 務
手 当

期末・勤勉
手 当

退 職 手 当
組合負担金

前 年 度 1,700 0 12,373

0

比　　較 216 0 △ 62 0 236 0

前 年 度 0 0 1,986 360 215

216 0 1,924 360 451

扶養手当 管理職手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当

本 年 度

1,136 △ 344 792

（　）内は、再任用職員数及び短時間勤務会計年度任用職員数　外書き

0

（単位　千円）

職　員　手　当

等　の　内　訳

区　　分

64,141 7,267 71,408

比　　較 0 (　0) 1,153 △ 947 930

65,277 6,923 72,200

前 年 度 7 (　13) 22,166 23,355 18,620

本 年 度 7 (　13) 23,319 22,408 19,550

区　　分 職 員 数
給　　　　　　　与　　　　　　　費 共 済 費

事 務 費
合　　計 備　考

報　　酬 給　　料 職員手当等 計

（単位　人、千円）

（単位　千円）

区　　分 職 員 数
共 済 費
事 務 費

△ 344

6,923

合　　計 備　考

２．一　般　職

（１）　総　括

給　　　　　　　与　　　　　　　費

報　　酬 給　　料

本 年 度 22,408 16,5937 (　0)

23,355

△ 947

46,401

39,001

39,134

△ 133

職員手当等 計

15,779

814

0

215

（　）内は、再任用職員数　外書き

前 年 度 0

比　　較 0

1,924 451

地域手当

△ 477

0

0

0216

0

△ 62 2360

45,924

特殊勤務手当通勤手当

7,267

2,353

1,986

住居手当

360

360

260

期末・勤勉
手 当

退 職 手 当
組合負担金

児童手当

9,411

職　員　手　当

等　の　内　訳

管理職手当区　　分

本 年 度

前 年 度

0

0

扶養手当

1,618

0

比　　較 △ 82 0

比　　較 216 0

0

夜 間 勤 務
手 当

814

9,532 1,986 0

職　員　手　当

等　の　内　訳 前 年 度 1,700

区　　分
時間外勤務
手 当

本 年 度

260

合　　計

16,593

7

0

(　0)

(　0)

△ 121 367

15,779
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イ　会計年度任用職員

（　）内は、短時間勤務会計年度任用職員数　外書き

0 0 2,841

比　　較 0 0 116 0 0

本 年 度 0 0 2,957 0 0

0 0 2,841

116

児童手当 合　　計

2,957

0

前 年 度 0

職　員　手　当

等　の　内　訳

区　　分
時間外勤務
手 当

夜 間 勤 務
手 当

期末・勤勉
手 当

退 職 手 当
組合負担金

前 年 度

比　　較 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0

住居手当 通勤手当

0

本 年 度 0 0 0 0 0

0 1,269

（単位　千円）

職　員　手　当

等　の　内　訳

区　　分 扶養手当 管理職手当 地域手当 特殊勤務手当

0 25,007

比　　較 0 (　0) 1,153 0 116 1,269

0 26,276

前 年 度 0 (　13) 22,166 0 2,841 25,007

計

本 年 度 0 (　13) 23,319 0 2,957 26,276

（単位　人、千円）

区　　分 職 員 数
給　　　　　　　与　　　　　　　費 共 済 費

事 務 費
合　　計 備　考

報　　酬 給　　料 職員手当等

- 42 -



7人(0)

在職する職員

7人(0)

1人(0)

増　減

　平均昇給率　1.91％

合　計

　給与改定の状況
　本年度　給料表の改定見込み率　0.00％
　　　　　給与改定実施時期　　　－
　前年度　給料表の改定率　　0.21％
　　　　　給与改定実施時期　令和4年4月1日

127１．給与改定に伴
　う増減分

３．その他の増減
　分

6人(0)

7人(0) 0人(0)

　職員の異動状況等

比　較

本年度

△1人(0)

△ 62

260

0

0

（２）　給料及び職員手当等の増減額の明細

区 分 増減額 増　減　事　由　内　訳 説　　　　　　　　　明　　　　　　　　　　等

２．昇給に伴う
　増加分

（単位　千円）

給

料

236

0

前年度

　期末・勤勉手当
　 年間支給月数
　　 4.45月→4.55月
　 再任用職員
　　 2.35月→2.4月
　 会計年度任用職員
　　 2.4月

（　）内は、再任用職員数　外書き

0人(0)

930

２．その他の増減
　分

１．制度改正等に
　伴う増減分

通勤手当

扶養手当

367

△ 82

0

地域手当

職
　
　
　
員
　
　
　
手
　
　
　
当
　
　
　
等

住居手当

935

時間外勤務手当

管理職手当

期末・勤勉手当 △ 5

216

△ 947

児童手当

夜間勤務手当

特殊勤務手当

退職手当組合負担金

499

△ 1,573

△ 5
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71.4 (　　)

(　　)100

(　　)

(　　)

0.0 (　　)

(　　)

0.0

14.3

(　　)

(　　)

(　　)

(　　)(　　)

(　　)

(　　)(　　) (　　)

(　　)

(　　)

(　　)

14.3

1 (　　)

1 (　　)

5

16.7 (　　) (　　) (　　)

一般行政職

市　　　　制　　　　度

技能労務職一般行政職

(　　)

(　　)00.0

総合職 189,700

0

(  )内は、再任用職員数　外書き

合計

5１級

6 (　　) 100 (　　) 7

(　　)

(　　)(　　)

(　　)

２級 0 (　　)

(　　) 83.3 (　　)

0.0 (　　)

区　　　分

イ．初任給

274,714

令和4年1月1日現在

平均給料月額

平均給与月額 304,150

37.8

３級

一般行政職

令和5年1月1日現在

平均給与月額

平均給料月額

平 均 年 齢

令和5年1月1日現在

５級

（３）　給料及び職員手当等の状況

ア．職員１人当たり給与

区　　　　　　　　　　　　　　分

職員数

157,100

大　学　卒

（単位　円）

国　制　度

技能労務職

255,283

284,082

35.1

一般行政職

(　　)

（単位　円、歳）

一般職 185,200

職員数 構成比

技能労務職

平 均 年 齢

ウ．級別職員数

短　大　卒

区分 一般行政職

職員数

（令和5年1月1日現在）

0 (　　)

0 (　　) (　　)0.0

令和4年1月1日現在

技能労務職

職員数 構成比

一般職 154,600

183,700

構成比構成比

(再任用職員を除く）

1 (　　)

143,000145,600高　校　卒

４級

（単位　人、％）
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2.225(1.175)

2.225(1.175) 2.225(1.175)

 係長及びこれに相当する職務

 主任及びこれに相当する職務

 係員の職務

（　）内は、再任用職員数　外書き （令和5年1月1日現在）

4.45(2.35)

国 の 制 度

２級

１級

前 年 度

（　）内は、再任用職員の支給率

オ．定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

本 年 度

職 制 上 の 段 階 、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

 統括技能主任及びこれに相当する職務

 技能主任及びこれに相当する職務

 ２級又は３級に属さない職員の職務

区　　　　分

（単位　月）

35年勤続の者

2.225(1.175)

2.15(1.125)

その他の加算措置等

備　　考

有

（単位　月）

（級別の基準となる職務）

支給期別支給率

一般職給料表（１表）

５級

３級

区 分

４級

支　給　率

 部長及びこれに相当する職務

 課長及びこれに相当する職務

一般職給料表（２表）

市 の 支 給 率 等 43.0

有

６月

（令和5年1月1日現在）

2.25(1.225)

4.45(2.35)

4.4(2.35)

20年勤続の者

8.5

国 の 支 給 率 等 24.586875

エ．期末手当・勤勉手当

区　　分

12月

33.27075 47.709

支給率等

カ．地域手当

支 給 対 象 職 員 数

国 の 指 定 基 準 に 基 づ く 支 給 率

支 給 率

23.0 30.5

6.0

6(0)

区　　　　　　　分

支 給 対 象 地 域 全　地　域

（単位　％、人）

有

43.0

定年前早期退職特例措置
（2～45％加算）
及び調整額

（令和5年1月1日現在）

47.709

25年勤続の者

定年前早期退職特例措置
（2～20％加算）
及び調整額

最高限度
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技能労務職

0.000.00

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当

区　　　　　　　　　　分

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

ク．その他の手当

国制度
との異同

(1)子　　                        10,000円
(2)他の扶養者　（1人当たり）　　　6,500円
(3)満16歳の年度始めから満22歳の年度末まで
　 の子1人につき月額5,000円を加算

国　　　　制　　　　度

0.00

(1)世帯主（準ずる者を含む）で借家等に
　 居住する35歳未満の者（管理職を除く）
　　　　　　　　　　　　　　　　15,000円

区　　分

（単位　％）

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（ 令 和 5 年 1 月 1 日 現 在 ）

0.00

行旅病死人取扱手当

キ．特殊勤務手当

扶養手当

一般行政職

市　　　　制　　　　度

異なる

(1)子　　                         9,000円
(2)他の扶養者（1人当たり）　　　　6,000円
(3)満16歳の年度始めから満22歳の年度末まで
 　の子1人につき月額4,000円を加算

（令和5年1月1日現在）

異なる住居手当

(1)交通機関利用者　　6ヵ月定期券等の価額
   1ヵ月あたりの支給限度額　 55,000円
(2)交通用具使用者等
 　2㎞以上10㎞未満 　4,200円
　 10㎞以上
　 31,600円を限度額として通勤距離に応じて
　 支給

(1)借家等　　　　　　支給限度額　28,000円

(1)交通機関利用者　　6ヵ月定期券等の価額
　 1ヵ月あたりの支給限度額　 55,000円
(2)交通用具使用者等
 　5㎞未満　2,000円
　 5㎞以上
　 31,600円を限度額として通勤距離に応じて
　 支給

異なる通勤手当
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